
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [87,916円]
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給与水準の適正度   （国との比較）
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実質公債費比率 [8.5%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

熊野町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】（平成１６年度 ０．５３２、平成１７年度 ０．５５６）
平成１７年度は、税源移譲による所得譲与税の増額、景気回復による市町村民税（主に法人税）の増額により、
前年度と比べ財政力指数が向上している。今後とも財源確保ならびに税徴収にも努めていく。
【経常収支比率】（平成１６年度９１．７％、 平成１７年度９１．２％）
前年度経常収支比率と比較すると０．５％下回っており、広島県市町平均経常収支比率と比較しても１．５％下
回っている状況である。このことについては昨今の経常経費の削減努力による成果であり、その内容としては繰
出金の減額等が主な要因である。今後とも集中改革プランに基づき、歳出の削減に努めていく。
【人口１人あたり人件費・物件費等決算額】
全国市町村平均と比較しても３３，５６２円下回っている状況であり、定員管理の適正化、経常経費の削減努力
等による成果である。後述にもあるが、職員の定員については今後とも削減に努めていく。
【ラスパイレス指数】
当町においては、従来から指数は低く推移しており、平成１７年度においても類似団体平均をを１．５％下回

り、全国町村平均とほぼ同率である。
【人口１人当たり地方債現在高】（平成１６年度２３７，００４円、平成１７年度２４８，１６５円）
前年度と比較すると１人当たり１１，１６１円の増額となっており、主な要因としては施設整備事業費等の起債発行
によるが、全国市町村平均額と比較すると依然として低い水準を保っている。今後とも計画的な起債の発行を行っ
ていく。
【実質公債費比率】
当町では公共事業等の見直しなど、事業の合理化、効率化に努めたことにより、類似団体平均値１１．８％に対し
８．５％と非常に低い数値をキープしている。
【人口１，０００人当たりの職員数】
本町では第３次行政大綱改革プランに基づき職員の削減に努め、平成１７年４月１日では定員１７０名となってい
る。この結果、人口１，０００人当たりの職員数は全国市町村平均を２．５６人下回り、類似団体平均を１．５９人下
回っている状況であり、当初目標も達成している状況である。今後も平成２２年４月１日までには定員１５５名（１５
人減）の目標を掲げ、更なる削減に努めていく。


